
厚生労働省医政局看護課 

令 和 ６ 年 1 2 月  

令和7年度 看護関係予算案の概要 

（１）特定行為に係る看護師の研修制度の推進

① 看護師の特定行為に係る研修機関支援事業  ５１２百万円（５１２百万円） 

「特定行為に係る看護師の研修制度」（平成27年10月１日施行）の円滑な実施及び

研修修了者の養成を促進するため、研修を実施する指定研修機関の設置準備や運営に必

要な経費を支援する。また、特定行為研修の指定研修機関の拡充を図るため、特定行為

研修修了者や指定研修機関に関する情報収集とその提供、指定研修機関同士の連携体制

の構築に必要な経費を支援する。 

② 看護師の特定行為に係る指導者育成等事業  ６６百万円（６６百万円） 

指定研修機関や協力施設において効果的な指導ができるよう、指導者や指導者リーダ

ーの育成研修の実施等に必要な経費を支援するとともに、特定行為研修修了者を対象と

した特定行為を実践していくための技術と判断力の向上を図るための講習会の実施等に

必要な経費に対する支援を行う。 

また、特定行為研修の受講者及び指定研修機関数の増加や修了者の活動をより一層推

進するため、特定行為研修修了者の活動の実態やそれによる効果、指定研修機関におけ

る研修の実態に関するデータの収集や分析、データの活用方策の検討等を行うために必

要な経費に対する支援を行う。 

③ 看護師の特定行為に係る指定研修機関等施設整備事業 ※医療提供体制施設整備交付金３８億円の内数

看護師の特定行為に係る指定研修機関等において、研修を実施するためのカンファレ

ンスルームの施設整備やeラーニングを設置するための施設整備、研修受講者用の自習

室の施設整備等に必要な経費に対する支援を行う。 

④ 特定行為研修の組織定着化支援事業 １７７百万円（１７７百万円） 

看護師への特定行為研修の受講と研修修了者の活動を推進する取組を組織的かつ継続

的に実施する指定研修機関である医療機関等に対し、就業する看護師に特定行為研修共

通科目の学習機会を提供するためのeラーニングのコンテンツ使用料等の費用や特定行

為研修修了者が特定行為を実施できる体制整備等を目的とした委員会の設置、特定行為

研修修了者へのメンターの配置等に必要な経費に対する支援を行う。 

また、本事業の周知や取組の支援を目的としてシンポジウム・ワークショップの開催

等に必要な経費に対する支援を行う。 

（２）看護職員の資質向上推進

① ICTを活用した在宅看取りに関する研修推進事業 １５百万円（１５百万円） 

在宅での看取りにおける医師による死亡診断に関わる手続の整備を図るため、「規制

改革実施計画」（平成28年6月2日閣議決定）を踏まえた、医師による死亡診断等に必

要な情報を報告する看護師を対象にした法医学等に関する研修の実施に対する支援を行
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う。さらに、サテライトでの研修受講環境を整えるとともに、本研修の医師向けの研修

等を実施するために必要な経費に対する支援を行う。 

② 看護教員等養成支援事業（通信制教育）   ８百万円（８百万円） 

看護教員等の養成における通信制教育（ｅラーニング）の実施に必要な経費に対する

支援を行う。 

③ 看護教員教務主任養成講習会事業 １１百万円（１１百万円） 

看護師等養成所の運営・管理及び教員に対する指導を行うために必要な専門的知識・

技術を修得させることを目的とした、講習会の実施に必要な経費に対する支援を行う。 

〈参考 令和６年度補正予算〉 

① 特定行為研修の組織定着化支援事業 ９８百万円 

看護師への特定行為研修の受講と研修修了者の活動を推進する取組を組織的かつ継続

的に実施する指定研修機関である医療機関等に対し、就業する看護師に特定行為研修共

通科目の学習機会を提供するためのeラーニングのコンテンツ使用料等の費用や特定行

為研修修了者が特定行為を実施できる体制整備等を目的とした委員会の設置、特定行為

研修修了者へのメンターの配置等に必要な経費に対する支援を行う。 

② 地域における特定行為実施体制推進事業 ３９百万円 

地域支援型の指定研修機関が、地域版特定行為研修推進委員会を設置し、訪問看護ス

テーション等向けの長期型の研修プランの作成や実習場所の調整、訪問看護師等が特定

行為研修受講中における代替要員の調整等を行うのに必要な経費に対する支援を行う。 

また、介護保険施設等の関係団体が、介護保険施設等に対する特定行為研修制度の周

知及び介護保険施設等が特定行為研修の協力施設等となるための支援を行う特定行為研

修実施体制推進委員会の設置等を行うために必要な経費に対する支援を行う。 

③ 地域標準手順書普及等事業 １７百万円 

都道府県医師会等が、地域標準手順書普及等推進委員会を設置し、標準的な手順書例

を地域の実情に応じて調整し、その周知・広報等を行うのに必要な経費に対する支援を

行う。 

④ 医療の効率化に向けた領域別タスクシフト推進事業  １２百万円 

医学系学会等による「特定行為研修修了者の活用ガイド」の作成に向けた修了者の活

動実態の調査・分析やワーキンググループの開催、「特定行為研修修了者の活用ガイ

ド」の普及・周知のためのシンポジウムの開催等に必要な経費に対する支援を行う。 

⑤ 看護現場におけるデジタルトランスフォーメーション効果検証事業  ２７９百万円 

看護師等養成所や医療機関・訪問看護ステーションにおける更なるＩＣＴ機器の円

滑な導入等の支援やその効果検証等を実施することで、看護師等の養成や看護現場に

おけるデジタルトランスフォーメーションを促進する。 
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① 中央ナースセンター事業 拡充         ２５９百万円（２３５百万円） 

看護職確保対策の推進を図るため、求人・求職情報の提供や無料職業紹介などの潜

在看護職の再就業の促進を図るナースバンク事業、訪問看護支援事業等に必要な経費

に対する支援を行う。また、今後増大する看護ニーズに対応していくため、看護職員

のタスク・シフト/シェアに資するよう、看護補助者として就業を希望する者に対する

研修等を実施する。 

   ②  災害・感染症に係る看護職員確保事業        ５６百万円（５６百万円） 

災害や新興感染症の発生に際して、都道府県が迅速に看護職員の確保を図れるよ

う、他の医療機関等への派遣に適確に対応できる看護職員（災害支援ナース）の養成

・リスト化を進めるとともに、全国レベルで派遣調整できる体制を整備する。 

③  看護職員確保対策特別事業              ４４百万円（４４百万円） 

看護職員の離職防止対策をはじめとした総合的な看護職員確保対策の推進に資する取

組に必要な経費に対する支援を行う。 

④ 医療専門職支援人材確保・定着支援事業       １０百万円（１０百万円） 

医師・看護師等の医療専門職から医師事務作業補助者等の医療専門職支援人材へのタ

スク・シフティングの推進を図るため、医療専門職支援人材の業務内容や魅力の紹介を

行うとともに、定着支援に資する研修プログラムの開発や医療機関向けの研修等を行う

ために必要な経費に対する支援を行う。 

⑤ 看護職員就業相談員派遣面接相談事業   ※医療提供体制推進事業費補助金267億円の内数 

都道府県ナースセンターに勤務する就労支援相談員が、公共職業安定所と連携して実

施する求職者の就労相談や求人医療機関との調整などに必要な経費に対する支援を行

う。 

⑥ 助産師活用推進事業                 ※医療提供体制推進事業費補助金267億円の内数 

医療機関における助産師就業の偏在解消や実習施設確保、助産実践能力の向上等を図

るため、助産師出向や助産師就業の偏在の実態把握、助産所が妊産婦の異常に連携して

対応する医療機関を確保するための相談・調整等の実施に対する支援を行う。また、院

内助産・助産師外来の普及や理解促進を目的とした講演・シンポジウム等の実施に必要

な経費に対する支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．看護職員の確保対策等 

3



 
 

 

〈参考 令和６年度補正予算〉 

 

① 中央ナースセンター事業（人材活用システムの周知・広報及びナースセンターの機

能強化等経費部分）                           ３１百万円 

都道府県ナースセンターに対する「デジタル改革関連法を踏まえた看護職の人材活用シ

ステム」の周知・広報活動に関する研修等の実施、へき地等における潜在看護職等の活用

及び看護職の就業支援の更なる充実を図るための都道府県ナースセンター等へのICT機器の

整備を行う。 

 

②  地域強化型看護基礎教育カリキュラム調査検証事業         ４８百万円 

次回の看護基礎教育カリキュラム改正の検討に必要な情報の収集と、令和４年度からの

カリキュラムの効果を検証するための調査を行うとともに、地域で療養する者のケアに必

要なカリキュラムを強化し、地域医療を支える人材育成に資するカリキュラムとするため

の検証・分析及び各養成所へのフィードバックを行う。 

 

③  中堅期看護職員等の就業継続支援事業                     ２８百万円 

新人教育に携わる中堅期看護職員等の就業継続を支援するため、中堅期看護職員等向け

のポータルサイトの設置、運営及び管理や、当該サイト内に教育に携わる看護職員同士が

コミュニケーションをとれる場や、研修（後輩育成・指導研修、ハラスメント研修等）を

受けられる場、専門家によるカウンセリング等を受けられる場等のコンテンツ作成等に必

要な経費に対する支援を行う。 
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（１）外国人看護師受入支援事業・外国人看護師候補者学習支援事業 

１６７百万円（１６７百万円） 

  ① 外国人看護師受入支援事業            ６３百万円 （６３百万円） 

      外国人看護師候補者の受入を円滑に進めるため、国内説明会の開催や看護分野の基礎

研修の実施、看護専門家等による受入施設に対する巡回訪問の実施等に必要な経費に対

する支援を行う。 

  ② 外国人看護師候補者学習支援事業        １０４百万円（１０４百万円） 

      外国人看護師候補者に対し、看護専門分野を中心とした日本語習得研修の充実を図る

ため、ｅラーニングでの学習支援システムを構築・運用するとともに、候補者に対する

定期的な集合研修の実施や受入施設の研修責任者等に対する研修計画の助言等に必要な

経費に対する支援を行う。 

 

（２）外国人看護師候補者就労研修支援事業  ※医療提供体制推進事業費補助金267億円の内数 

外国人看護師候補者が就労する上で必要となる日本語能力の向上を図るため、受入施設

に対して、日本語講師を招聘するために必要な経費、研修指導者等経費や物件費に必要な

経費に対する支援を行う。 

  

３．経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人看護師受入 
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（１）地域医療介護総合確保基金（医療分） 

６１，２９９百万円（７３，２９９百万円） 

将来を見据えた地域医療構想の実現に向け、病床の機能分化・連携に関する取組と併せ

て、居宅等における医療の提供や医療従事者の確保に関する取組についても、引き続き、

地域医療介護総合確保基金による支援を行う。 

また、勤務医の働き方改革を推進するため、地域医療介護総合確保基金により、医師の

労働時間が長時間となる医療機関に対する大学病院等からの医師派遣や、医師の労働時間

短縮に取り組む医療機関に対する勤務環境改善等のための更なる支援を行う。  

 

（参考）【対象事業】 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

急性期病床から回復期病床への転換等、地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化

及び連携等について実効性のあるものとするため、医療機関が実施する施設・設備整備に

対する助成を行う事業。 

②地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業 

地域医療構想の実現を図る観点から、地域医療構想調整会議等の意見を踏まえ、自主的

に行われる病床減少を伴う病床機能再編や、病床減少を伴う医療機関の統合等の取組に対

する助成を行う事業。 

③居宅等における医療の提供に関する事業 

地域包括ケアシステムの構築を図るため、在宅医療の実施に係る拠点の整備や連携体制

を確保するための支援等、在宅における医療を提供する体制の整備に対する助成を行う事

業。 

④医療従事者の確保に関する事業 

医師等の偏在の解消、医療機関の勤務環境の改善、チーム医療の推進等の事業に助成す

ることにより、医師、看護師等の地域に必要な質の高い医療従事者の確保・養成を推進す

る事業。 

⑤勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

勤務医の働き方改革を推進するため、地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な

勤務環境となっていると都道府県知事が認める医療機関を対象とし、医師の労働時間短縮

に向けた総合的な取組に対して助成を行う事業（勤務医の労働時間短縮の推進）。 

  

４．地域医療構想の達成に向けた取組の推進 
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（２）地域医療介護総合確保基金における主な看護関係事業（例） 

  ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

      ○ 院内助産所や助産師外来を設置する場合の施設・設備整備に対する支援 

② 居宅等における医療の提供に関する事業 

      ○ 訪問看護の人材育成や人材確保を図るための研修の実施に対する支援 

      ○ 訪問看護推進協議会などの設置や会議開催に対する支援 

  ③ 医療従事者の確保に関する事業 

      ○ 看護師等養成所の運営や施設・設備の整備に対する支援 

      ○ 新人看護職員の資質向上や早期離職防止の観点からの研修の実施に対する支援 

      ○ 看護職員の資質向上のための研修の実施に対する支援 

      ○ 看護管理者に対する看護職員の負担軽減に資する看護補助者の活用も含めた研修

の実施に対する支援 

      ○ 看護師宿舎の整備に対する支援 

      ○ 看護職員の就労環境改善（多様な勤務形態の導入や職場風土の改善に関する研修

の実施など）に対する支援 

      ○ 看護職員の勤務環境改善のための施設整備（病院のナースステーションや仮眠室

などの拡張・新設）に対する支援 

      ○ 看護職員をはじめとする医療従事者の離職防止や再就業を促進するための病院内

保育所の運営や整備に対する支援 

      ○ 医療勤務環境改善支援センターの運営 
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